
皆さん、こんにちは。 

本日は、大変お忙しい中、SMBCグループのセッションにご参加頂き、 
誠に有難うございます。 
また、本コンファレンスを主催頂いております 
メリルリンチ日本証券の皆さまにも御礼申し上げます。 

 さて、当社グループでは、昨年4月、2020年３月期までの３ヵ年を 
計画期間とする中期経営計画をスタートさせました。 
この１年半、「質の高い金融グループ」の実現に向け、様々な取組みを実行し、 
一定の成果を上げることができ、手応えを感じております。 
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本日は、まずは2ページのアジェンダに沿って、 
私から当社の経営戦略について20分程度、ご説明をした後、 
佐々木さん及び会場の皆さまから 
ご質問をお受けしたいと考えております。 
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第１四半期の業績です。 

連結業務純益につきましては、 
４つの事業部門全てにおいて社内の計画を上回り、 
通期業績目標に対し、27％の進捗となりました。 

親会社株主純利益は2,271億円と、 
通期業績目標に対し、32％の進捗となりました。 
これは、SMBCにおける大口先の引当の戻りを主因に 
与信関係費用が低位に留まったことに加え、 
政策保有株式の削減に伴い売却益を計上したこと等によるものです。 

続きまして、中期経営計画における施策の進捗をご説明いたします。 
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昨年のカンファレンス以降、この１年間の主な環境変化です。 

左側、規制環境ですが、昨年12月にバーゼルⅢが最終化されました。 
私共のリスクアセットは、現行の完全実施基準と比べて、 
25％程度増加する見込みですが、これは、私共が 
現在の中期経営計画策定時に想定していた水準と同じです。 

 これまでは、規制強化を想定して、資本基盤の強化を優先してまいりましたが、 
いわば規制の霧が晴れ、CET1比率目標の達成に目処がついたことを受けて、 
今後は、株主還元強化、成長投資に力点を置ける状況になってきたと 
考えております。 

 こうした状況を踏まえ、2017年度の1株当たり配当金は、前年度比20円、 
公表予想対比では10円の増配となる170円とし、 
また、700億円の自己株取得を行いました。 

一方、右側、日本銀行による金融政策につきましては、当分の間、 
現在のきわめて低い長短金利の水準を維持することが、7月に発表されました。 

今後も厳しい収益環境が続くことが想定されますが、 
私共は、マイナス金利政策の継続を前提に、中期経営計画を策定しております。 

 このため、中期経営計画で掲げた施策を加速することにより、 
効率性の向上や海外事業の拡大を通じ、持続的なボトムラインの成長を 
目指してまいります。 

それでは、次のページから、主要施策の進捗について、ご説明いたします。 
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まず、事業・アセットポートフォリオの転換です。 

右上には、これまでに発表、および実行したグループ再編をお示ししております。 

昨年度以降、関西地銀の非連結化や、 
リース共同事業の再編を決定・実行したほか、 
アセットマネジメント事業において、三井住友アセットマネジメントと 
大和住銀投信投資顧問の合併に関し、基本合意いたしました。 

関西地銀及びリース共同事業の非連結化につきましては、 
右下にお示しの通り、ボトムラインへの影響は限定的である一方、 
約7兆円のリスクアセット削減効果があり、 
資本効率の改善につながります。 
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次に、経費コントロールに関する取組みです。 

左側、中期経営計画では、 
「業務改革による効率性向上」、「リテール店舗改革」、「グループ内事業再編」の 
３つの主要施策を通じて、３年間で500億円のコスト削減を掲げておりますが、 
初年度である2017年度に、そのうち260億円の削減に目処を付けることが 
できました。 

 2018年度もこの動きを加速し、グループ共通のシステム基盤の構築や 
各社共通のバックオフィス事務の集約といった取組みを進め、 
更なる削減を実現してまいります。 
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続きまして、各事業部門における取組みについてご説明いたします。 

左のグラフは、連結業務純益の前年度比の増減をお示ししておりますが、 
2017年度は、４つ全ての事業部門において、増益を実現することができました。 

 2018年度におきましても、右側の主要施策を通じて、 
業績目標の達成を目指してまいります。 

本日は４つの事業部門のうち、ホールセール事業部門と 
国際事業部門の取組みに焦点を当ててご説明いたします。 
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まず、ホールセール事業部門です。 

我々は、約8万社もの広範な法人顧客基盤を有し、 
お客さまのニーズに合わせ、グループ一体で多面的なソリューションを提供することで、 
一社一社のお客さまと、深いリレーションを構築しております。 

 この強みは、左上にお示しの通り、 
11.4％ という高いROE、更には、メガバンクの中で、 
最も高い貸出スプレッドに繋がっております。 

次に、左下にお示しした利鞘の推移です。 
低金利環境の継続によって、茲数年、利鞘の縮小が続いてまいりましたが、 
足許では、ストック利鞘と新規貸出利鞘が、ほぼ同水準になってきており、 
利鞘の低下にも漸く歯止めが掛かりつつあります。 

加えて、収益構造の転換にも取り組んでおります。 
右側は、事業部門の粗利益とその内訳をお示ししております。 
今年度の金利収益は、 
2016年度対比▲10%程度の減少を見込んでおりますが、 
安定したベース収益源である為替取引や、グループ会社協働、運用といった、 
非金利収益の増強に取組んでおり、 
全体では、金利収益の減少を打ち返して、増益を確保する計画です。 
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続いて、国際事業部門です。 

まずは、左側、アセットポートフォリオの強化です。 
ディシプリンを利かせた運営のもと、当社が強みを持つ、高採算アセットや 
プロジェクトファイナンス等のプロダクトへのポートフォリオの入替と、 
証券業務等の取引複合化を推進することにより、 
資産効率の向上に取組んでおります。 

次に、右側、アジア戦略です。 
グラフでお示しの通り、地場優良企業との取引は、 
取引先数・収益共に着実に増加しております。 

また、インドネシアにおきましては、フルバンキング業務の展開を目指し、 
BTPNとインドネシア三井住友銀行の、今年度下期中の合併に向けた、 
関係当局等への手続を進めております。 



次に、キャッシュレス決済戦略です。 

 SMBCグループは、三井住友カード・セディナと、 
キャッシュレス決済における有力プレイヤーを擁することが強みです。 
この強みを活かし、キャッシュレス決済市場において、 
利用者・事業者双方に対する包括的な取組みを通じて、 
日本のキャッシュレス化推進に、イニシアチブを発揮してまいります。 

事業者に対しては、 
ネット決済の分野で大きな実績を有する、GMOペイメントゲートウェイとの間で、 
「次世代決済プラットフォーム」の構築に向けた取組みを進めております。 

私どもは既に、イシュイング業務とアクワイアリング業務において、 
日本でトップティアのステイタスを有しますが、本取組により、 
外部委託していたプロセッシング業務を内製化し、 
決済に係る一連の処理を垂直統合させます。 

 これにより、事業者に対し、低コスト、かつ、 
多様な決済手段を１つの端末を通して提供していくことにより、 
加盟店の新規開拓とシェアの拡大を目指します。 
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続いて、ガバナンス体制についてご説明いたします。 

当社では、多様な知見や経験を持つ7名の社外取締役がおり、 
取締役会における社外取締役の比率は40％を超えております。 
なお、３つの法定委員会の議長は、全て社外取締役が務めております。 

また、8月には、グループ経営会議の諮問機関として、 
SMBCグループ・グローバル・アドバイザリー・ミーティングを新たに設置することを 
発表いたしました。 

 8月21日には、第1回目のミーティングを開催し、グローバルな潮流の変化、 
各地域の政治・経済情勢、金融ビジネスの動向等に関する情報とともに、 
今後、SMBCグループとして留意すべきトップリスクや、 
戦略立案に際しての環境認識等について、提言・助言をいただきました。 

それでは、資本政策についてご説明いたします。 
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まず、資本の状況です。 

右側ですが、バーゼルⅢ最終化によるリスクアセットの増加影響を加味し、 
更に、有価証券評価差額金を控除したベースでのCET1比率は、 
2018年6月末には9.6%となりました。 
2019年3月末には10％程度に到達し、中期経営計画における目標を 
1年前倒しで達成する見込みです。 

 これは、連結当期純利益について、昨年度の実績及び今年度の目標とも、 
中期経営計画と比べて上振れペースであることや、 
地銀及びリースの持分法適用関連会社化等のインオーガニック施策を含む 
リスクアセットコントロールを行ったことによるものです。 
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資本政策の基本方針です。 

従来は、国際的な金融規制の強化に対応するため、資本基盤の強化を 
優先してまいりましたが、CET1比率目標の達成に目処が立ち、 
株主還元強化、成長投資に力点を置ける状況になってきたとの認識の下、 
取締役会でも議論を重ね、本年５月に、 
スライドにお示しの資本政策を発表いたしました。 

基本方針は、健全性確保、株主還元強化、成長投資を 
バランスよく実現することです。 
また、株主還元は、配当を基本といたしますが、 
自己株取得も機動的に実施してまいります。 

配当につきましては、持続的な利益成長を勘案し、累進的に行うものとし、 
配当性向は、2020年4月に始まる次期中期経営計画期間中を目処に 
40%を目指します。 
また、自己株取得につきましては、健全性の確保を前提に、 
資本の状況、業績動向、当社株価の水準、成長投資機会等を考慮し、 
機動的に実施してまいります。 
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 2017年度および2018年度の株主還元策です。 
2017年度の１株当たり配当金は、前年比20円、公表予想比では10円の 
増配といたしました。 
2018年度は減益予想ではありますが、2017年度の水準を維持し、 
配当予想を170円としております。 

加えて、700億円の自己株取得を行いました。 
なお、今回取得した自己株式は、全て消却しております。 
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政策保有株式です。 

上場株式簿価残高の、CET1に対する比率は、 
2020年を目処に、2015年9月末と比べて半減の、14％を目指しております。 
金額ベースでは、5年間で5,000億円削減する計画です。 

削減は計画通り順調に進んでおります。 
第1四半期は、200億円を削減し、 
2015年9月末からの累計で2,500億円に達しました。 

また、売却応諾を取得し、まだ売却を行っていない残高は、 
1,000億円ありますので、こちらを加えると、現在までに、 
3,500億円の削減に目処がたっております。 

株価変動リスクの資本への影響を低減するため、 
また、改訂コーポレート・ガバナンスコードの趣旨も踏まえ、 
計画に沿って、削減を進めてまいります。 
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最後に、本日お伝えしたいメッセージをお示ししております。 

皆さまには、引続きのご支援を、どうぞよろしくお願いいたします。 
ご清聴有難うございました。 
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